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 瑞穂市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画は、女性の職業生活
における活躍の推進に関する法律（平成２７年法律第６４号。以下「女性活躍推進法」とい
う。）に基づき、瑞穂市⻑、瑞穂市議会議⻑、瑞穂市選挙管理委員会、瑞穂市代表監査委員、
瑞穂市農業委員会、瑞穂市教育委員会が、平成２８年４月から４年間の計画を策定したもの
です。 

これより以前、平成１７年４月には「次世代育成支援対策推進法」（平成１５年法律第１
２０号。以下「次世代法」という。）に基づく次世代育成支援対策特定事業主行動計画を策
定し、平成２７年 4 月からは新たに 5 年間の計画をたて取り組んできました。 
 それぞれの計画期間が平成３１年度で終了するにあたり、女性活躍推進法と次世代法の
目的が相互に関連することを踏まえ、これまで目指してきた女性職員の活躍をさらに推進
するとともに、働くすべての職員のワークライフバランスを実現するため、一体化した計画
として瑞穂市特定事業主行動計画（以下「本計画」という。）を策定し、効果的に進めてい
きます。   
 
 
１ 計画期間  

 本計画の期間は、令和２年４月１日から令和５年３月３１日までの３年間とします。 
 
２ 女性職員の活躍・ワークライフバランスの推進に向けた体制整備等  

 瑞穂市では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進し、働きやすい職場環境を整備し
てワークライフバランスを実現するため、総務部総務課を推進事務局とし、本計画の策定・
変更、本計画に基づく取組の実施状況・数値目標の達成状況の点検・評価等を行うこととし
ています。 
 
３ 女性職員の活躍・ワークライフバランスの推進に向けた数値目標及び取組  

 前回の瑞穂市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画策定の際、法
第１５条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主



行動計画の策定等に係る内閣府令（平成２７年内閣府令第６１号。以下「内閣府令」という。）
第２条に基づき、瑞穂市⻑部局、瑞穂市議会事務局、瑞穂市選挙管理委員会事務局、瑞穂市
監査委員事務局、瑞穂市農業委員会事務局、瑞穂市教育委員会事務局において、それぞれの
女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を
行いました。 

当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するための目標を設定しましたが、女性職員
はもとより、すべての職員が認め合い助け合う職場環境を整備するため、引き続き目標の達
成を目指し次に掲げる取組を実施します。 
 
 
 
 
職業生活に関する機会の提供 

 
令和４年度までに、管理的地位にある職員に占める女性割合を、平成３１年度の実績 

（１０．８％）より９．２ポイント引き上げ、２０．０％以上にする 

<取組内容> 

(１) 女性職員の意識を高める研修や制度の充実 
 担当部局は、女性職員の管理職登用を進めるために、女性職員自身の意識改革や、企画・
管理能力等を高める研修の受講を推奨する。 
 
(２) 女性職員の登用拡大・育成支援等の実施 
①女性職員を多様なポストに積極的に配置する。 
②出産・子育てなど個々の女性職員の事情に応じて、個別に育成方針を立てるなど、柔軟な

人事プランを作成する。 
③課⻑補佐、総括課⻑補佐、課⻑、部⻑等の各役職段階における人材プールの確保を念頭に

置いた人材育成を行う。 
 
 

職業生活と家庭生活の両立に資する勤務環境の整備 

 
令和４年度までに、育児休業の取得者・率を、男性１人以上、女性１００％とする 

 
<取組内容> 

(１) 育児休業および部分休業制度等の周知 



①担当部局は、育児休業および経済的な支援等に関して各部署に周知徹底し、特に男性職員
の子育てに関する休暇や、育児休業、部分休業等の制度の利用を促進する。 

②担当部局は、育児休業の取得手続きや経済的な支援等について、必要に応じて情報提供を
行うとともに、妊娠を申し出た職員に対して個別に説明を行う。 

 
(２) 育児休業及び部分休業を取得しやすい雰囲気の醸成 
①所属⻑は、育児休業及び部分休業の取得の申出があった場合、事例ごとに当該部署におい

て業務分担の見直しを行う。 
②部⻑会議等の場において、担当部局から定期的に育児休業等の制度の趣旨を徹底させ、職

場の意識改革を行う。 
 
(３) 育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 
①所属⻑は、育児休業中の職員に対して適宜に連絡をとることで疎外感や不安感を軽減し、

職場とのつながりに配慮する。また、復帰前には最近の業務等の状況を知らせ、復帰しや
すい環境づくりを行う。 

②担当部局は、育児休業中の職員の職場復帰などの相談に応じる。 
③復帰時における慣熟研修等を実施する。 
 
 
 
令和４年度までに、すべての職員の年次有給休暇の取得日数を５日以上とする 

 
<取組内容> 

(１)仕事と生活の両立ができる働きやすい職場環境の整備 
①年次有給休暇について意識改革を行うとともに、職員の取得状況を把握し計画的な取得

を指導する。 
②特別休暇や介護休暇等を取得しやすい環境とサポート体制を構築する。 
③毎週水曜日のノー残業デーを周知徹底するとともに、業務の効率化と改善に努めること

で超過勤務の縮減を図り、定時退庁を促進する。 
 
(２)ハラスメントの防止 
①ハラスメントに関する認識を深める研修を行い、一人ひとりが良好な職場環境を意識す

ることで発生防止を図る。 
②ハラスメントに起因する問題が生じた際の相談体制を充実させ、問題の解決と再発防止、

被害者のケアに努める。 


